
保育の受け皿を拡大するとともに、それ
を支える保育人材の確保を図ること

（施策番号Ⅶ－１－１）
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【趣旨】
市町村が策定する整備計画等に基づき、保育園、認定こども園及び小規模保育事業所に係る施

設整備事業及び保育園等の防音壁設置の実施に要する経費に充てるため、市町村に交付金を交付
する。
また、子育て安心プランに基づき、意欲のある自治体の取組を強力に支援するため、補助率を

嵩上げ（1/2→2/3）して、保育園等の整備を推進する。

【対象事業】
・保育園緊急整備事業
・認定こども園整備事業（幼稚園型）
・小規模保育整備事業
・防音壁設置事業
・防犯対策強化整備事業

【実施主体】 市町村（特別区含む。）

【設置主体】 社会福祉法人、日本赤十字社、公益社団法人、公益財団法人、学校法人等
（公立施設を除く）

【補助割合】 １／２（子育て安心プランに参加する等一定の要件を満たす場合は２／３）

保育園等整備交付金
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１．概要
市町村の認定を受けた児童について、通常の利用日及び利用時間帯以外の日及び時間において保育所等で

引き続き保育を実施する事業。

・標準時間認定 11時間の開所時間を超えて保育を実施。
・短時間認定 各事業所が設定した短時間認定児の処遇を行う時間を超えて保育を実施。

２．実施方法
（１）実施場所 都道府県及び市町村以外の者が設置する保育所等。

（２）対象児童 子ども・子育て支援法第19条第１項第２号又は第３号の支給要件を満たし、
同法第20条第１項により市町村の認定を受け、保育所等を利用する児童。

３．実施主体
市区町村（市区町村が認めた者へ委託等も可）

４．実施要件
・対象児童の年齢及び人数に応じて保育士等を配置
・各延長時間帯毎に定める一定の利用人数（日数）を満たしていること
・訪問型の利用にあたっては、利用者と市町村と協議の上、利用の決定を行うこと

○ 事業実績（平成29年３月31日時点）：25,087か所、1,013,200人（年間実利用児童数）
○ 負担割合：国１／３、都道府県１／３、市区町村１／３

延長保育事業について

2



病児保育事業の概要

病児・病後児対応型

地域の病児・病後児について、病
院・保育所等に付設された専用スペー
ス等において看護師等が一時的に保育
する

体調不良児対応型

保育中の体調不良児を一時的に預か
るほか、保育所入所児に対する保健的
な対応や地域の子育て家庭や妊産婦等
に対する相談支援を実施する

非施設型（訪問型）

地域の病児・病後児について、看護
師等が保護者の自宅へ訪問し、一時的
に保育する
※平成２３年度から実施

保育所等において、保育中に「体調不良」となった児童を送迎し、病院・
診療所等に付された専用スペース等で一時的に保育する

送迎対応
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非施設型（訪問型）

体調不良児対応型

病後児対応型

病児対応型

（か所）

１．事業概要

２．実施か所数及び延べ利用児童数

298,581 

379,570 
440,517 

449,415 
498,264 

524,688 
585,276 

640,441 

※延べ利用児童数は、「病児対応型」及び「病後児対応型」の合計

３．実施場所
（人）
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内閣府所管 年金特別会計 子ども・子育て支援交付金
補助率：国1/3（都道府県1/3、市町村1/3）
根拠法：児童福祉法第６条の３第13項

41.0%

36.9%

10.8%
8.8% 2.5% 診療所

病院

保育所等

単独設置

その他施設

（１）病児対応型

5.7%

8.9%

72.2%

8.2%
5.0%

100.0%

（２）病後児対応型 （３）体調不良児対応型

※平成28年度実績報告ベース
※端数処理の関係から合計は100％にならない場合がある

計2,572か所
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病 児 保 育 事 業病 児 保 育 事 業

（１）病児対応型・病後児対応型
地域の病児・病後児について、病院・保育所等に付設された専用スペース等において看護師等が一時的に保育する事業。

（２）体調不良児対応型
保育中の体調不良児について、一時的に預かるほか、保育所入所児に対する保健的な対応や地域の子育て家庭や妊産婦等に

対する相談支援を実施する事業。

（３）非施設型（訪問型）
地域の病児・病後児について、看護師等が保護者の自宅へ訪問し、一時的に保育する事業。

（４）送迎対応
（１）及び（２）において、保育所等において保育中に体調不良となった児童を送迎し、病院・保育所等に付設された専用ス

ペース等で一時的に保育することを可能とする。

１．事業概要

２．30年度拡充事項

基本分及び改善分

基本分

2,000人
２（病児対応型１か所あたり）

改善分

加算分 加算分
1

基本分と改善分の基準額の一本化

利用児童が少ない日等において、感染症流行状況等
の情報提供や巡回支援を実施する場合に加算される改
善分について、基本分と補助単価（基準額）の一本化
を図る。

１

加算分補助基準額の上限の見直し

病児対応型及び病後児対応型の加算分補助単価に
ついては、現行年間利用児童数2,000人を上限と設
定しているが、2,000人を超える場合についても利
用児童数に応じた補助単価を設定する。

２
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【待機児童を解消】
東京都をはじめ意欲的な自治体を支援するため、待機児童解消に必要な受け皿約22万人分の予算を平成30年

度から平成31年度末までの２年間で確保。（遅くとも平成32年度末までの３年間で全国の待機児童を解消）

【待機児童ゼロを維持しつつ、５年間で「Ｍ字カーブ」を解消】
「Ｍ字カーブ」を解消するため、平成30年度から平成34年度末までの５年間で女性就業率80％に対応でき

る約32万人分の受け皿整備。 （参考）スウェーデンの女性就業率：82.5％（2016）

「子育て安心プラン」 【平成29年６月２日公表】

「待機児童解消加速化プラン」
（５年間）

2013（Ｈ25）年度
2017（Ｈ29）
年度末

2022（Ｈ34）
年度末

約53万人増

2019(H31)～
2020(Ｈ32)年度末

「子育て安心プラン」
（２～３年間）

待機児童数

女性(25-44歳)就業率

ゼロ

80％

２年前倒し

約2.6万人（H29.4)

２年前倒しし、平成32年度末までの
３年間で約32万人分の受け皿を整備

約32万人増

72.7％(H28)

約59.3万人増
6万人前倒し

自治体を支援し､２年間で待機児童を解消
するための受け皿整備の予算の確保
(遅くとも３年間で待機児童解消)
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